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貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能な

都市

持続可能な

生産と消費
気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ

1 1 1 1 1 1 1 1

単位 達成率

％ 51.8 (2019) 31.5 (意識調査'23) 53 59.4

％ 30 (2019) 37.5 (意識調査'23) 32 117.2

単位
進捗状況

評価

人 14,939 (2019) 15,514 15,000 A

事業 コスト

現状維持 現状維持

拡充 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

拡充 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

拡充 拡大

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

拡充 拡大

拡充 拡大

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

基本目標 子どもの個性と力がのびのび育つ教育のまち

基本施策 安心して子育てができるまちづくり

施 策
総合

戦略
切れ目のない子育て支援の充実

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「子育てしやすいまち」だと思う市民の割合
様々な取り組みをしており利用者の反応も

良いが、市民へ伝わっていないことも一因

「子どもや子育て家庭をあたたかく見守り、必要があればサ

ポートしている」人の割合

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2024年度 この施策を記入する課等 子ども課/学校教育課

評価者

施 策 の

目指す姿
一人ひとりの子どもが、地域全体に見守られながらのびのび育ち、安心して子育てできるまちを目指します。

教育次長 担当者 子ども課長 担当者 学校教育課長

担当者 山岸和幸 担当者

進捗状況の主な要因等指標名

相談の機会や場所が多く、携わる人が増

えている

子育て支援センター利用者数

長野地域圏域事業である本事業の特徴であ

り市外利用者が53％（2024.3）と高く、

botaの認知度向上だけでなく子育て世帯の

ニーズに合った施設である

児童センター・児童クラブ

指定管理事業
必要不可欠 大変有効 向上

児童センターの子育て支援機能について、中央児童センター、子育て支援センターと連携をとりな

がら充実し、積極的にPRしていく。

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

児童クラブ運営事業 必要不可欠

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

母子・父子家庭支援事

業
必要不可欠 有効 やや向上

母子・父子家庭への相談や奨学金、貸付など経済的な支援に対する情報提供を行うことでひとり

親世帯が自立する上での一助となっている。

大変有効 向上
民間の児童クラブで働く放課後児童支援員の待遇改善を国が進めていることから、国の支援制度

を適切に活用していく。

児童センター管理事業 必要不可欠 大変有効

私立保育所運営助成

事業
必要不可欠 大変有効 変わらない

◆児童センター整備事

業
必要不可欠 大変有効 変わらない

私立保育園等へ補助金を交付することで安定的な運営が図られ、多様化する保護者の保育

ニーズへの対応ができる。

限られた予算の中で優先順位をつけ、必要な環境整備に向けて準備を進める。

児童センター運営事業 必要不可欠 大変有効 向上
中央を除く３児童センターと子育て支援センターは指定管理者が管理運営を行っているが、中央児童セン

ターが中心となって５センターの連携を強化し、児童の健全育成と子育て支援体制を充実する。

変わらない 児童が安全に安心して過ごせる居場所として、施設の維持管理を適切に行っていく。

家庭児童相談事業 必要不可欠 大変有効 変わらない

すこやか相談事業 高い 有効 変わらない
５歳児童全員へのアンケート調査（保護者・クラス担任）をもとに各園を巡回する中で個別に支援が必要な児童を早期発見し、必要

に応じ医療や療育へつなげるなどの支援をおこなっている。今後、国が示している5歳児健診の実施については健康づくり課とともに検討

するが、国の動向や地域の実情を踏まえながら現在の巡回方式の支援についてもあわせて検討が必要である。

児童虐待対応ケース数の増加、児童福祉法改正を受け、2024年度よりこども家庭センターを設置し多職種の専門職員を配置し、相

談支援・連携等さらに機能強化を図った。また、ケースをシステムで管理することにより関係職員間での児童の情報を共有、最新の支援

状況を把握できる。また、統計資料作成等の業務負担軽減につなげることができた。

保育所管理事業 必要不可欠 大変有効 変わらない
公立保育園の安全安心な保育の実施のため、保育所施設の維持管理、修繕、保守点検を図っ

た。

通常保育事業 必要不可欠 大変有効 変わらない
保護者の就労や病気などの理由により、家庭において保育することができない児童を保護者に代

わって保育し、児童の健全な発育を図った。

◆保育所施設整備事

業
必要不可欠 大変有効 変わらない 公立保育園の保育業務ICT化の推進や防犯対策の強化を図った。

特別保育事業 必要不可欠 大変有効 変わらない
保育時間の延長、一時的保育、病児・病後児保育、医療的ケア児、特別支援保育など、多様

化するニーズに対応するとともに、児童の豊かな心や保護者の子育て支援を図った。

親子通園施設管理事

業
普通 普通 変わらない 設置から年数が経過し、備品などが老朽化し更新の必要性がある。

子育て就労総合支援セ

ンター管理運営事業
高い 有効 変わらない

開設から３年目にあたり、成果だけではなく周辺施設との連携や子育て支援の国の拡充など今後

の課題や展開について、指定管理者とともに検討していく。

幼稚園助成事業 必要不可欠 大変有効 変わらない
市内に公立の幼児教育施設がないため、幼児教育推進のためには必須である。保育事業ではカ

バーできない保護者ニーズへの対応ができる。

親子通園事業 高い 有効 変わらない
保育や療育だけではなく、特性や個性を理解できる人材の配置が必要である。

言葉について心配のある児童を対象にことばの相談室を実施し、早期発見と適切な支援を行った。



拡充

現状維持

拡充

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載）

子育て支援サービスの

充実

・子育て支援センターは認知度も上がり、利用者数が増加傾

向にあったが、2024年度の利用者数は横ばいであった。

・ファミリー・サポート・センター事業について活動件数はやや減

少したが、依頼会員の子育て支援につながった。

・子育て支援センター利用者数の維持と施設利用者の

さらなる利便性の拡充

・ファミリー・サポート・センター事業の提供会員の拡大

・子育て支援センター利用者の利便性の拡充については指定

管理者と検討する。

・ファミリー・サポート・センター事業について提供会員の支援条

件の充実を図る。

現状維持

地域の子育て環境整備

の推進

2023年度に子ども食堂に対する補助制度を創設し、

2024年度補助対象を拡充した。2024年度から関係

機関連携の拠点として「こども家庭センター」設置した。

・多様化する家庭児童相談の増加への対応

・増加する児童虐待への対応

・こども家庭センターの専門職員の相談支援の充実、他

機関との連携、機能強化を図る。

取組分野

成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（今後の方向性）

特別な支援が必要な児

童・保護者への対応

・医療的ケア児の保育体制の継続的な取り組みを行った。

・すこやか相談事業での早期の相談や支援

・ことばの相談室を開設し、児童・保護者の個別相談を実施

・医療的ケアが日常的に必要な児童及び療育が必要な

児童の相談窓口の設置、保育園での受入体制の整

備、就学へのスムーズな引継ぎ

医療的ケア児、療育などに関わるCOを配置し、相談体

制の充実、関係機関との連携を図る。

保育サービスの充実
2024年度に関係団体との協議を経て、2歳児の育休

退園を解消した。

・0～1歳児の育休退園解消、「こども誰でも通園制度」

の早期実施

・0～1歳児の育休退園解消に向けて、待機児童が出

ないかシュミレーションをし、早期に実現する。

・発達に特性のある児童の障がい分野との連携を図る。

B:概ね順調

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

・子育て支援に関しては、行政に対する期待感が大きく、市民からのニーズも多様化している。

・保育サービスについては、公立園が主体的に実施すべき事業であるが、少子化に伴い、私立園での受入れ体制等をお聞きし、公立園で

の受入れ規模の縮小等が可能か検討する。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

・子育て施策は国、自治体にとって重点施策であるため、子育てしやすいまちを目指す。ただし、既存事業であっても内容や継続性を改め

て検討し、コスト縮減に努める。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性

・子育て支援施策全般において、家庭・地域・関係機関・企業等と連携して取り組んでおり、今後もこの取組みを継続していく。

・民間事業者の強みを活かし、指定管理者による施設運営を継続していく。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
・多様化する子育て支援ニーズにどこまで応えていくのか、パートナーシップによる目標達成の視点から課題を持って対応する必要がある。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況）
子育てに関する市民の要望は多様化し、国も新たな施策や制度の拡充を図っている。他自治体との比較の中で須

坂市の取り組みが埋没しないように独自の取り組みについて検討する。
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貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能な

都市

持続可能な

生産と消費
気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

単位 達成率

％ 31.6 (2019) 31.9 (意識調査'23) 34 93.8

％ 88.1 (2019) 90.2 92 98.0

％ 75.5 (2019) 85.5 82 104.3

単位
進捗状況

評価

％ 91.2 (2019) 96 100 C

％ 87 (2019) 95.1 100 C

人 12 (2019) 23 10 C

人 23 (2019) 33 18 C

％ 9.8 (2019) 12.1 8.2 C

事業 コスト

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

拡充 現状維持

拡充 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

拡充 拡大

現状維持 現状維持

拡充 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

拡充 拡大

現状維持 現状維持

拡充 現状維持

縮小 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

基本目標 子どもの個性と力がのびのび育つ教育のまち

基本施策 次代を担う人材を育むまちづくり

施 策
総合

戦略
特色ある教育の推進

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「特色ある魅力的な学校づくりの推進」の満足度
学校では様々な取り組みをしているが、その取

り組みが市民へ伝わっていないことも一因

自分には良いところがあると答える児童生徒の割合(小学校)

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2024年度 この施策を記入する課等 学校教育課

評価者

施 策 の

目指す姿
地域の子は地域で育てる基本理念の下で、主体的・対話的で深い学びやICTの活用等を推進し、次代を担うたくましい人材を育む教育のまちを目指します。

教育次長 担当者 学校教育課長 担当者 若林久人

担当者 担当者

食育指導により実績値は上昇している

食育指導により実績値は上昇している

自分には良いところがあると答える児童生徒の割合（中学

校）

進捗状況の主な要因等

様々な体験の中で、認められる機会が増

えているためと受け止めている

全国水準を上回るなど、毎年高水準で推

移している

指標名

朝食を毎日食べる児童生徒の割合(児童)

朝食を毎日食べる児童生徒の割合(生徒)

中学1年生の新規不登校が増え、全体を

押し上げている

教育奨励事業 高い 普通 向上
必要性・有効性・効率性だけでなく、限られた財源の中で緊急を要するかどうかも加味しながら事

業を取捨選択し、持続可能な教育奨励事業を展開する。

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

低学年から新規不登校児童が増えている

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

不登校児童・生徒の新規人数(児童)

不登校児童・生徒の新規人数(生徒)

教職員ストレスチェックにおける高ストレス判定者の率

業務量の過多、対処困難な児童・生徒へ

の対応、保護者対応などの高ストレス要

因が減らない状況が推測される。

教育支援事業 必要不可欠 有効 変わらない
教育支援委員会の就学判断数が年々増加している。一人ひとりきめ細かい対応を行い適切な就

学につなげる。

教育相談事業 高い 有効 変わらない

教育委員会運営費 必要不可欠 大変有効 変わらない 法令に基づき教育委員会の円滑な運営を行い、教育行政の進展を図る。

奨学金事業 高い 有効 変わらない

教育活動支援事業 高い 有効 変わらない
配慮や支援を必要とする児童生徒の学びや学校生活をサポートすることは、教員の働きやすい環境づくりに

もつながっている。配慮や支援を必要とする児童生徒は毎年増加しており業務の拡大が見込まれる。

変わらない
学校、家庭、関係機関が連携した支援体制の充実。また、多様な学び場、居場所の環境整備

を行う必要がある。

不登校児童生徒支援

事業
高い 大変有効

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーと学校が連携し、家庭への支援を含めて困り感の

ある児童生徒に寄り添って必要な支援を行っていく。

奨学金事業は、学習意欲があるにもかかわらず経済的な理由などで就学が困難な学生を支援し

て欲しいとの意向でいただいた寄附金を財源としている。 

就学援助事業 必要不可欠 有効 変わらない

小学校管理運営事業 必要不可欠 大変有効 やや悪化
適切に小学校の維持管理を行い、児童の教育環境を整える。光熱水費の値上げや施設の老朽

化に伴い維持管理経費が増える見込みだが、可能な限り経費の削減に努める。

適切な制度の運用により児童生徒の家庭を支援し、児童生徒の学びの機会均等を図る。

◆小学校施設整備事

業
必要不可欠 大変有効 変わらない

小学校施設設備の状況を把握する中で必要な整備を行う。また、施設設備が老朽化しているた

め長期的には大規模な施設改修・増築・新築を検討していく。

小学校教育振興事業 必要不可欠 大変有効 変わらない 教育効果を高めるために各種教材備品を整備していく。

小学校国際化教育推

進事業
高い 大変有効 変わらない

児童が直接海外の方と接することで、言語・文化に対する理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度が養

われている。また外国語の音声や基本的な表現に親しむことで英語力の向上にもつながる取り組みとなっている。

小学校情報教育事業 必要不可欠 大変有効 変わらない 学習用一人一台端末の更新を実施し、ICT機器を活用した教育環境の整備を進める。

◆中学校施設整備事

業
必要不可欠 大変有効 変わらない

中学校施設設備の状況を把握する中で必要な整備を行う。また、長期的には大規模な施設改

修・増築を検討していく。

中学校管理運営事業 必要不可欠 大変有効 やや悪化
適切に中学校の維持管理を行い、生徒の教育環境を整える。光熱水費の値上げや施設の経年

劣化に伴い維持管理経費が増える見込みだが、可能な限り経費の削減に努める。

中学校情報教育事業 必要不可欠 大変有効 変わらない 学習用一人一台端末の更新を実施し、ICT機器を活用した教育環境の整備を進める。

中学校教育振興事業 必要不可欠 大変有効 変わらない 教育効果を高めるために各種教材備品を整備していく。

特別支援学校管理運

営事業
必要不可欠 大変有効 変わらない 学校の適切な管理を行い、特別支援教育の充実を図っている。

中学校国際化教育推

進事業
高い 有効 変わらない

生徒が直接外国人と接することで、言語や文化の理解や、積極的なコミュニケーション態度の育成、４技能の基礎能力向

上につなげる。オンライン国際交流事業については希望生徒が少なく、効果が限定的なため廃止とする。

学校保健事業 必要不可欠

健康管理事業 必要不可欠 大変有効 変わらない 児童生徒、教職員の健康保持に努める。

大変有効 変わらない

学校給食センター管理

事業
必要不可欠

◆特別支援学校施設

整備事業

有効 やや向上
安全安心な給食を提供する。併せて児童生徒が主体的によりよい食習慣を形成しようとする態

度を育てるための食育を推進する。

児童・生徒の衛生環境の保持と災害共済の給付を適切に実施していく。



拡充

拡充

拡充

拡充

拡充

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

関係機関との連携による障がいのある子どもやその保護者へ

の相談支援を行い、適切な就学の場を選定した。また、教員

補助員を配置し、子どもの特性に応じた適切な支援を行っ

た。

支援を必要とする児童生徒のニーズが多様化している。

支援を必要とする児童生徒に適切な支援を行うとともに、医

療的ケアを必要とする児童生徒の受入れに向け、総括的な

管理体制を構築して受け入れ準備を整える。

成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

基礎学力の向上 全国学力テストでは全国平均を上回れない。

学力下位層の底上げのために、基礎学力の定着が欠かせな

い。基礎学力の定着に時間をかけすぎると上位層の学力を伸

ばせない。学年の規模が小さく、学力別の指導を行うことがで

きない。

教員が生徒と向き合う時間を確保するために、学校業務の効

率化が急務。教員数の確保と学力別指導を確立するために

も、一定の学校規模を実現させていくことが求められる。

拡充

取組分野

児童・生徒の「生きる力」を育むための事業と信州型コミュニ

ティスクールの運営・学習活動を核とした、地域に開かれた学

校づくり、特色ある教育・学校づくりを推進した。

信州型コミュニティー・スクールを全校で導入しているが、

コーディネーター機能の強化が課題。

不登校対策の推進

前年度よりも新規不登校者数は小学校は14名減少、中学

校は11名減少し、総数では25名減となった。総数は小学校

62人（前年-6）、中学校103人（前年＋19）

新規不登校者数を増やさないための、スクリーニング会議の充実とＳ

Ｃ、ＳＳＷの有効活用を進める。教育支援センターの充実や校内中

間教室の整備により、家庭から踏み出す力や、様々な人と係わる力を

育めるような居場所づくりを進める。

いじめ防止対策の推進
文部科学省に報告した2024年度いじめ認知件数は、

小学校513件、中学校71件であった。

文部科学省はごく初期の段階のいじめを積極的に認知するよ

う通知している。市としてもいじめの積極的認知を各校にお願

いしてきたため小学校における初期段階のいじめ事案が増え

ている。

初期段階のいじめを積極的に認知し、それをきっかけに児童

生徒が人権教育を学んでいく取組みを行う。いじめの早期発

見と実態解明のため、家庭の積極的な関与と警察を含めた

関係機関にも積極的に協力を求めていく。

2024年度に新たに30日以上の欠席となった新規不登

校者数は小学校23名、中学校33名　計56名であっ

た。

特別支援教育の推進

支援を必要とする世帯に必要な支援を行う。

学校施設・設備など教

育環境の整備

経年劣化した学校プールろ過機の改修、中学校駐車場

の舗装、須坂小学校・支援学校大規模改修工事実施

設計など整備を進めた。

稼働率の低い学校プールを今後どうするのか、限られた

財源の中で何を優先していくのかが課題。

児童・生徒の安心安全にかかわる整備以外は中長期の

視点をもった上で優先順位をつけて計画・実施していく。

現状維持

学校と家庭・地域の連

携強化

信州型コミュニティスクールでは学校支援ボランティア（地域

交流、環境・福祉教育、地域文化学習、見守り活動など）

を担っていただいたほか、学校活動について幅広く意見交換を

行い、地域の皆さんとともに児童・生徒の育成ができた。

信州型コミュニティスクールの取り組み内容に学校間格差があ

る。休日部活動の地域移行を国の施策として進めているた

め、2026年度までに体制を整える必要がある。

市が新たな地域クラブの運営主体となり地域の社会体

育団体や文化活動団体と連携して進め、休日について

は順次地域クラブへの移行を進める。

拡充

教育の機会均等の確保

経済的理由により就学が困難な家庭の保護者に支給

する就学援助費について、オンライン学習通信費を昨年

度に引き続き、対象経費に追加して支給した。

就学援助費は対前年比98.1％、支援が必要な方を

漏らさないように引き続き周知を行っていく。

特色ある教育の推進

ESDの取り組みを推進し、地域の歴史や風土に根差し

た学びを充実させていく。地域人材との連携を図り、教

員の負担を軽減していく。

食育の推進

食物アレルギー対応食の提供を行った。

物価高騰下において給食の質を低下させることなく安心

安全な給食の提供を行うことができた。

更なる物価高騰への対応が課題。

安心安全な給食の提供を行う。担当課等と連携し、給食に

市内産、県内産の野菜等を使用する。行事食、地域の伝統

食の提供等給食を通した食育の推進を行う。食物アレルギー

対応食の提供を継続して実施する。

拡充

C:やや遅れている

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、市が担うべき教育施策を着実に実施していく。その際、関係団体、地域住民や当

事者のニーズを把握しながら、須坂市の特色ある教育を実現していく。

目的への寄与度、貢献度は高く、事業内容・構成の妥当性は図れている。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

資材費や人件費の値上げにより、経常的な経費も投資的な経費も大幅に増額している。財政方針に沿った事業の見直し、経常経費の

削減及び長期的視点にたったコスト削減、例えば新しいシステムの導入や所管施設設備の改廃により、当面のコストは増えても、将来的

なコスト削減や事務の効率化につながる環境づくりを進める。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性

小中学校適正規模等審議会からの答申を受けた須坂学園構想基本方針案について、地域住民との対話を進めた上で策定を目指す。

教員の働き方改革を進め、教育の質を向上するため、コミュニティースクールの充実や中学校部活動の地域移行に取り組む。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和

SDGsゴール④のターゲットに向け、各校ではESD（学校版SDGs）に取り組み、地域課題をテーマにした学習を深めている。今後もこの

取り組みを進める。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況） 成果指標の達成率は順調であるが、プロセス指標については達成率が低い指標がある状況。

不登校児童生徒の数が下がらず成果が表れていないが、これは全国的な傾向でもあるため、国、県等の分析も参考

に引き続き、体制を組みきめ細やかな対応に努めたい。



計画 4年目

3

5

11

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能な

都市

持続可能な

生産と消費
気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ

1 1 1 1 1 1

単位 達成率

％ 28.8 (2019) 27 (意識調査'23) 30 90

％ 19 (2019) 24.4 (意識調査'23) 20 122

単位
進捗状況

評価

％ 89.8 (2019) - 90 -

件 52 (2019) 47 52 C

件 74 (2019) 83 84 A

事業 コスト

現状維持 現状維持

縮小 縮小

休止・廃止 皆減

基本目標 子どもの個性と力がのびのび育つ教育のまち

基本施策 次代を担う人材を育むまちづくり

施 策
総合

戦略
児童・青少年健全育成の推進

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「児童・青少年健全育成の推進」の満足度
子育て家庭や地域を取り巻く環境が大きく

変化。

「地域の子どもの健全育成活動に携わっている」人の割合

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2024年度 この施策を記入する課等 子ども課

評価者

施 策 の

目指す姿
子どもたちが家庭や地域の中で様々な体験や交流を通じて自ら生きる力を育み、生まれ育った地域への誇りや愛着をもてるまちを目指します。

教育次長 担当者 子ども課長 担当者

担当者 山岸和幸 担当者

進捗状況の主な要因等指標名

コロナ禍以降、件数は回復傾向にあるが、

町ごとの開催から地区での合同開催が定

着したことが要因。

地域社会で子どもを育てるという意識は維

持されている。

住んでいる地域の行事に参加している児童・生徒の割合

子育てセミナーの年間件数

育成会等への情報提供により増加児童青少年育成委員会善行賞の累計件数

全国学力テストの質問項目にあった指

標。2024年度から無くなったため、実績

値入力不可。

児童青少年育成セン

ター事業
高い 普通 やや向上

育成委員の人数削減及び活動内容の見直しを実施した。学校からの推薦は2025年度で終了。地区推薦についても、地域の実情に応じて削減を進

める方針。ブロック育成連絡協議会の開催など、地域の負担が大きいものについては、2025年度から任意事業とする。

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

農業小学校運営事業

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

健全育成推進事業 高い 有効 変わらない
地域で活躍できる子どもを育成するため、子ども会・育成会等の地域活動を支援、子育てセミ

ナーの開催により子育て力の向上を図った。

2024年度を以て事業終了



現状維持

縮小

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載）

家庭・地域の教育力向

上

・子育てセミナー、青少年健全育成研修会を開催し、家庭・

地域の教育力の向上を図った。

・児童青少年委員会「善行賞」を周知し、対象団体を表彰

した。

・多くの地域の方、保護者が子どもたちの教育に関心を

持つ。

・子育てセミナーのテーマ、プログラムの再考とより多くの方

が受講できるよう開催方法の検討
現状維持

非行防止・環境浄化活

動の推進

・育成委員による街頭巡回・店舗他チェック、花火大会・カッ

タカタ祭り後の巡視活動等を行った。

・育成委員活動・定数の見直しについて検討を始めた。

・有害図書自動販売機の撤去

・委員の負担軽減につながる育成委員活動等の見直し

・インターネット・SNS等の犯罪・事件の未然防止

・継続しての有害図書自動販売機設置者への撤去要望

・育成委員定数の削減、事業内容の見直しを行う。

・インターネット・SNS等の犯罪・事件の未然防止のための研

修会の実施。

取組分野

成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（今後の方向性）

家庭・地域・学校の連

携

・子ども会育成連絡協議会との連携により各町子ども会活動

等への支援を行った。

・地域の子ども会リーダー養成研修の実施、須坂リーダーズク

ラブへの支援

・少子化、地域での関係の希薄化など子育て家庭や地

域を取り巻く環境が大きく変化しており、これまでの慣例

に頼ることが難しい。

・子ども会育成連絡協議会との連携により各町子ども会活動

等への支援を引き続き行う。

・地域の子ども会リーダー養成研修の実施、須坂リーダーズク

ラブへの支援を引き続き行う。

B:概ね順調

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

●子どもたちの自ら生きる力や家庭・地域の子育て力を市が関与して行う必要がある。

●コロナ禍により、一旦ニーズは低下したが、様々なイベントへの参加が増加しており、需要がある。

●様々なイベントに参加した子どもたちや親から、非常に良かったとの意見が多く、貢献度は高い。

●一部の事業内容・構成については他の事業との兼ね合いから検討する必要がある。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

●既存事業であっても内容や継続性を検討し、事業の廃止、縮小を検討する。

●社会の変化に対応しながら事業の推進を図る。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性

●市は、これまで「地域のこどもは、地域で守り育てる」として事業実施してきたが、国も「子どもは社会全体で育てる」との方針を打ち出して

おり、民間や各種団体とのさらなる連携し推進する。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
●社会全体の変化に対応しながら、福祉・教育に柔軟に対応する。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況）

コロナ禍における事業、イベントの減少等があったが、成果指標、プロセス指標ともに概ね目標を達成している。


